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令和７年度厚生労働科学研究費補助金（厚生労働科学特別研究事業研究事業） 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究」 
 

分担研究報告書 
 

「国民保護事案発生時における要配慮者の避難に際した医療提供体制の向上に資する研究

(長崎県)」 

研究分担者 髙山 隼人  

(国立病院機構長崎医療センター・院長) 

 

沖縄県の先島諸島からの要配慮者の広域避難に関して、長崎県の受入課題を整理する。

【方法】想定されている要配慮者の情報から、搬送拠点と受入拠点、ならびに搬送手段、

搬送の際の医療・介護者の配置などを検討する。【結果】福岡空港、鹿児島空港、鹿児

島港の搬送拠点から長崎県までは、JR・バス・福祉車両・医療機関救急車が考えられる。

県内移動は、容態変化がない場合は移動車両で受入施設まで、容態変化がある場合は避

難先連絡所にて医療評価を実施し受入先を調整する。長崎県の避難先連絡所は出島メッ

セと佐世保港国際ターミナルが適地と考える。受入体制の組織図は、県庁に調整本部、

長崎・県央・県南地域は出島メッセ避難先連絡所と佐世保・県北地域は佐世保港国際タ

ーミナル避難先連絡所に活動拠点を置き、調整チームと医療チームならびに搬送チーム

を配置する。【考察】要配慮者 11,200人の内 200人は災害拠点病院で受入し、残り 11,000

人を各県に分散搬送し、長崎県には約 1,000人の受入を想定する。在宅療養者や福祉施

設からの要配慮者はコミュニティー単位で受入できるように県内の施設情報からマッ

チングが必要となるので医療的な助言を行い、病院からの広域避難は 2次 3次医療機関

での受入調整を積極的に行う。【結語】沖縄先島諸島の要配慮者広域避難に伴う長崎県

の受入態勢に関して検討した。組織は、本土地区を JR や高速道路の関係で 2 つの区分

し避難所連絡先に活動拠点を置く。今後、医療チームや県内搬送手段の調整、さらに受

入先のマッチングへの助言や調整を行う必要がある。 

Ａ．研究目的  

 国民保護法に基づき住民の広域避難が実

施される場合、特に高齢者、障害者、妊産

婦、乳幼児、慢性疾患患者など、避難行動

や避難先での生活において特別な支援を要

する「要配慮者」に対する支援体制の整備

が重要である。 

現在、沖縄県では九州・山口各県等と連

携し、離島地域からの避難手順や避難先地

域での受入体制の整備に関する検討が進め

られている。このような広域避難において

は、在宅で医療を要する者、福祉施設入所

者、あるいは入院患者であることが想定さ

れる要配慮者の搬送手段の確保、医療支援

体制の構築、情報共有の仕組みなど、複合

的かつ実務的な課題が存在する。 

受け入れる長崎県においての整理すべき

課題を検討する。 

 

Ｂ．研究方法 

 沖縄県先島地域から想定されている要配

慮者の情報から、搬送拠点と受入拠点、な

らびに搬送手段、搬送の際の医療・介護者

の配置などを検討する。 

（倫理面への配慮） 
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Ｃ．研究結果 

1. 九州・山口・沖縄を含む全体の組織図

（指揮系統図）と自県での本部体制・

受け入れ拠点設置＝組織図（指揮系統

図） 

 沖縄県から搬送拠点として、北部九

州では福岡空港、南部九州では鹿児島

港と鹿児島空港が指定されており、搬

送拠点と九州・山口各県調整本部を統

括するために、九州・山口統括指揮本

部を設置する。設置場所としては、国

土交通省や厚生労働省の地方局が所

在する福岡市が適地と思われる。 

 長崎県では、県庁に災害対策本部が

できるので、調整本部を設置する。本

土地区を長崎・県央・県南地域と佐世

保・県北地域に受入拠点かつ活動拠点

を設置する。 

 

2. 福岡空港、鹿児島空港、鹿児島港到着

後〜各県の移送手段 

搬送拠点から長崎県までは、JR・バ

ス・福祉車両・医療機関救急車が考え

られる。 

JR利用の場合：空港・港からバス等を

使って駅まで移動し、JRで新鳥栖駅も

しくは武雄温泉駅で乗り換え、長崎駅

まで移動する。避難先連絡所を経由し

て、県内施設や医療機関にバスもしく

は車両で移動する。 

バス・福祉車両・医療機関救急車利用

の場合：搬送拠点から受入先施設に搬

送する。搬送中の容態変化もしくは受

入先未決定者は、避難先連絡所に搬送

し、受入先の調整を行う。 

長崎県内の避難先連絡所（受入拠

点）は、長崎市の出島メッセと佐世保

市の佐世保港国際ターミナルが適地

である。 

 

3. 各県内の本土地区における移送手段 

福祉車両と医療機関救急車ならび

にバス、消防救急車が想定される。 

・福祉車両は、125 事業所が有してい

るが、臥床状態で搬送可能な車両の調

査が必要である。 

・医療機関の臥床患者を搬送可能な救

急車は、EMIS 上 15 台である。令和元

年の調査では患者搬送可能な車両 71

台（緊急走行可否不明）であったので、

最新の情報収集が必要である。 

・消防救急車は、本土地区 6消防（局）

本部から予備車等の支援が想定され

る。 

・バスは、県営バスを中心に県下のバ

ス運営会社の協力を得る。 

 

4. 移送に必要な医療・福祉関係者の役割

と必要数、チーム構成など 

・搬送 

車両による搬送 

バス：要配慮者多数に対して、看護師

が 1人と介護職が 1人で搬送する。 

車両複数台：要配慮者多数に対して、

医師が１名もしくは看護師が 1人と介

護職が２台に 1人で搬送する。 

鉄道による搬送 

要配慮者多数に対して、医師が１編成

１名、看護師が２両 1人と介護職が一

両に 2人で搬送する。 

・受入医療機関支援 

基本的には、当該医療機関のキャパシ

ティーの範囲内での分散受入を行う

が、支援が必要な場合は県庁の調整本

部で派遣を検討する。 
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5. 避難に関わる情報管理（事前、避難中、

避難後の情報共有方法の確立）につい

て 

事前情報としては、必須項目が名前、

年齢、性別、住所である。可能ならば

介護度、護送・担送の有無、医療的ケ

アの有無があると受入調整を行いや

すい。 

搬送中・受入後の手段としては、QR

コードによるチェックなど簡易的に

した方が良い。 

 

6. 救護班の給与と補償について 

・給与 

所属の出発から帰院までは、国の身

分の非常勤職員として兼業とする。ま

た、派遣元医療機関への欠員分の保障

を支出し、派遣しやすい状況を作る必

要がある。 

・補償 

活動中は、国の非常勤職員として国

家賠償法による補償が適切である。 

 

7. 要配慮者と搬送先施設の事前マッチ

ングの手順 

原則は、類似施設での受入、コミュ

ニティーの維持を行う。しかし、受入

側のキャパシティーの関係で分散さ

れることはあるが、単独受入を避ける。 

 

Ｄ．考察  

 沖縄県の先島諸島からの国民保護事案に

関する住民避難に対して、九州・山口各県

が受入体制を整えているが、要配慮者に関

しては受入準備が不十分である。 

 令和 7 年末時点での沖縄県の要配慮者は

約 11,200人と想定されており、内約 200人

は医療搬送・重担送のため九州各県の災害

拠点病院で一時受入することが妥当と考え

る。残りの約 11,000人は、福岡県 3,000人、

熊本県 2,000人、佐賀県・長崎県・大分県・

宮崎県・鹿児島県・山口県 1,000 人程度の

分散搬送が想定される。 

 そこで、要配慮者 1,000 人を長崎県で受

入体制を検討した。搬送拠点の福岡空港・

鹿児島空港・鹿児島港からの移動を考慮す

ると長崎県の本土地区での受入が適切であ

る。 

 長崎県内の避難先連絡所の設置場所に関

しては、1か所であれば長崎駅側の出島メッ

セが適地である。しかし、要配慮者の搬送

手段がバスや福祉車両による搬送の際は、

佐世保・県北地域での受入の場合は西九州

自動車道を使うため、佐世保港国際ターミ

ナルが適地と考える。 

 避難先連絡所にて、搬送中の変化があっ

た要配慮者に対して医療的な評価を行い地

域内への受入先調整を行う必要があるため、

診療チームと受入先調整チーム、ならびに

搬送チームと搬送車両（医療機関救急車・

消防救急車）の準備が必要である。 

 長崎県の受入態勢の組織図としては、長

崎県庁の災害対策本部の調整本部の下に、

長崎・県央・県南地域の避難先連絡所、佐

世保・県北地域の避難先連絡所に活動拠点

を設置する。下部組織の役割としては、管

轄地域内での受入調整を行い、調整困難な

際には県庁調整本部が調整を行う形を整え

る。 

 今後、在宅療養者や福祉施設から広域避

難者をできるだけコミュニティー単位で受

入できるように県内の施設情報からマッチ

ングが必要となるので医療的な助言を行い

たい。また、病院からの広域避難は、2次 3

次医療機関での受入調整を積極的に行う。 
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Ｅ．結論 

 沖縄県の先島諸島からの要配慮者の広域

避難に伴う長崎県の受入態勢に関して検討

した。組織としては、本土地区を JRや高速

道路の関係で 2 つの区分し避難所連絡先に

活動拠点を置く。今後、医療チームの調整

や県内搬送手段の調整、さらに受入先のマ

ッチングへの助言や調整を行う必要がある。 

 

Ｆ．健康危険情報 

  

Ｇ．研究発表 

1. 論文発表 

 

2. 学会発表 

 

（発表誌名巻号・頁・発行年等も記入） 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

（予定を含む。） 

1. 特許取得： 

2. 実用新案登録： 

3. その他： 


